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２０２４年２月１６日 日本鉄道労働組合連合会 

ＪＲ四国労組 第 37 回定期本部委員会 

ＪＲ四国労組は２月９日、香川県宇多津町において、第

37回定期本部委員会を開催した。 

主催者挨拶に立った大谷清執行委員長（ＪＲ連合副会

長）はまず、ＪＲ四国の今年度業務予想が４期ぶりに黒字

の見通しとなったことに触れ、日頃の組合員の努力に対し

てねぎらいの言葉を発した。その一方、業務運営にも支障

を来しかねない人手不足について、「要員不足・離職増

加」が不安全事象の発生に繋がっているのではないかと指

摘の上、「人財の確保・定着は最大の経営課題であると労使で共有の上、ＪＲ連合スローガン

を強く意識して交渉を展開していく」と今次闘争に臨む決意を語った。 

来賓として参加した連合香川・福家良一会長と四国交運労協・砂田篤志議長からは持続的な

賃上げの必要性が述べられ、ＪＲ連合の相良夏樹組織局長も「支払い能力論によらず、成長の

ための人財投資を求めて力強く闘っていこう」と参加者に呼び掛けた。また、ＪＲ連合「第 36

回中央委員会」において「四国新幹線」実現への意見が出たことに触れ、「ルートについて四

国４県知事の意見がまとまってきたことも踏まえ、改めて課題に向き合いたい」と述べた。 

中村書記長「賃金は上がるものという意識を強く持ち、大きく変えよう！」 

議事では、執行部から「安全・安定・安心輸送の確立に向

けて」「２０２４春季生活闘争の取り組みについて」「政策課

題解決に向けた取り組みについて」を軸とする当面の活動

方針が提起され、「必達目標賃金」の全年齢ポイントでの達

成も見据え、10,000円の純ベア要求を行う方針が示された。 

質疑では、各支部等を代表する形で 11名から多岐にわた

る内容の意見が出された。特に「要員不足解消」に係る意見

が数多く訴えられ、「黒字を少ない要員で達成したのだか

ら、その還元も求めるべき」との要望も示された。これに対

して執行部は、「一時金を求めていく」旨の答弁を行った。 

最後は中村鉄平書記長が総括答弁に立ち、「以前は働き手

が会社に合わせるのが普通だったが、今は会社が働き手に

合わせる時代となった。多様性や包摂が重要な観点だ」と人

財が最も大事であるとの認識を示し、「賃金の改善に向けて

早急かつ大胆な対応が必要であり、一時金を含めて強く求

める。大きく変える。賃金は上がるものだという意識を持とう」と力強く呼びかけた。 

議案等は満場一致の承認を受け、最後は大谷委員長が団結がんばろうで委員会を締めくくっ

た。 


